
国際交通安全学会シンポジウム

「震災時の交通マネージメント」資料

IATSS　H723・H832プロジェクト

阪神・淡路大震災の実態調査に基づいた

災害時の道路交通マネージメントの研究

　　　　　　　報告書概要

平成10年5月29日

加β伽診10磁コ5506伽0πヴ引嫉厩磁5ψリノ56伽6β5

　　　財団法人国際交通安全学会



国際交通安全学会シンポジウム

r震災時の交通マネージメント」資料

iATSSH723・H832プロジェクト

阪神・淡路大震災の実態調査に基づいた

災害時の道路交通マネージメントの研究

　　　　　　　報告書概要

平成10年5月29目

　　　　　　　　1鷹

伽αn伽α1オSぶ・伽・呵聯6αn4踊雄朧s

　　　財団法人国際交通安全学会



【プロジェクト構成メンバー】　　［］内は執筆を担当した章　　＊（）は前職

飯田恭敬　　　京都大学大学院工学研究科　教授

　　　　　　　［第1章1．1；1．2；第2章2．4；第4章4。2；4．4；41514．6；第5章5．2；第6章6，1；6．2；第7章］

家田　仁　　　　東京大学大学院工学系研究科　教授

　　　　　　　［第2章2、2．2；2。2．3；第3章3．3；第4章4．11第5章5、3］

大蔵　泉　　　　横浜国立大学工学部　教授

　　　　　　　［第4章4．3］

内田敬　 東北大学大学院工学研究科助教授
　　　　　　　［第2章2．31第3章3．1；第4章4．1］

小谷通泰　　　神戸商船木学商船学蔀　教授

　　　　　　　［第2章2．2．512．5；第3章3、21第5章5．5］

倉内文孝　　　京都大学大学院工学研究科　助手

　　　　　　　［第2章2．3；2．41第4章生2；4．4孟6］

塚口博司　　　立命館大学理工学部　教授

　　　　　　　［第2章2，112．2．4；第5章5．4］

長嶋　良　　　　警察庁交通局交通企画課　課長補佐（H832プロジェクトメンバー）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊（兵庫県警察本部交通部交通規制課長）

藤田　登　　　兵庫県姫路警察署地域官＊（兵庫県警察本部交通部交通規制課課長補佐）

　　　　　　　［第3章3．1］

屋久哲夫　　　総理府国際平和協力本部事務局募集研修係　係長（H723プロジェクトメンバー）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊（兵庫県警察本部交通部交通規制課長）

朝倉康夫　　　愛媛大学工学部　教授

　　　　　　　［第5章5．2］

宇野伸宏　　　京都大学大学院工学研究科　助手

　　　　　　　［第2章2．4］

若林拓史　　　名城大学都市情報学部　教授

　　　　　　　［第5章5．1］



【報告書目次と資料参照ページ】

資料参照ページ

序

第1章

　　Ll

　　L2

はじめに

研究の背景と目的．．

本研究の構成と概要

．1

第2章
　　2．1

　　2．2

　　2．3

　　2，4

　　2．5

震災後の道路交通の実態

震災直後の道路交通の実態．．

震災直後の地区道路の閉塞状況．．

道路交通の時系列変化．．

道路ネットワーク交通量の変化．．

．2

．4

．8

震災時におけるマイカー利用の実態と課題．．

．10

．12

第3章
　　3．1

　　3．2

　　3．3

震災後の交通対策の状況

交通規制．．

緊急・救援物資の輸送．．

代替バスの運行．．

．14

．16

．18

第4章
　　4．1

　　4．2

　　4．3

　　4．4

　　4．5

　　4．6

震災時の新しい道路交通マネージメント

交通施設被害・交通機能障害の状況把握システムのあり方．．

緊急道路の指定システム．．

車両感知器による道路交通状況検出システム．．

道路ネットワーク交通流の推定システム．．

状況対応型の交通規制対策．．

道路交通管理システム．．

．19

．21

．22

．24

．25

．27

第5章
　　5．1

　　5．2

　　5．3

　　5．4

　　5．5

震災に備えた道路施設計画

　リダンダンシーを有する道路網計画．．

道路網の階層構造の形成．．

街路の機能障害の視点から見た地区の危険度評価の必要性とその応用．

緊急時の道路スペースの確保．．＿．

緊急救援物資の輸送拠点の計画．．

．29

．31

，33

．35

．37

第6章
　　6．1

　　6．2

震災時交通マネージメントの体系化と課題

震災時交通マネージメントの体系化．．

個別対応策の内容と課題．．

．39

．4正

第7章　おわりに．， ．42



第1章はじめに

1．1　研究の背景と目的

　1995年1月17日の早朝に発生した兵庫県南部地震はこれまでにほとんど例の見られない大規

模な都市直下型であり、その被害の甚大さは関東大震災を上回るもので、多くの人々に大きな衝撃を

与えた。各種交通施設の広範囲にわたる甚大な被害のため、震災後の交通状態は大混乱に陥ったが、

なぜ交通管理がもっと効果的に行われなかったのか、誰しもが疑問に思ったことであろう。この度の

交通混乱の発生と非常時交通管理の欠如が露呈した背景には、多くの問題点が指摘されている。これ

らの問題点について以下に整理しておく。

L交通施設の被害状況に関する情報収集の体制がつくられていないことである。

2・突発事象が発生したときの交通現象に不明な点が多いことである。

3、災害後の交通データ収集が困難なことである。

4．すべての交通機関を含めた交通管理システムの一元化が進んでいないことである。

5・突発事象時の交通管理システムは方法論的に複雑で高度であることである。

6・道路網の階層化や代替性、またモード結節施設を有する交通ネットワークの整備が不十分である

　　ことである。

7，道路システムと結合させた緊急道路、救援物流基地、避難地などの指定および配置の事前計画が

　十分に検討されていなかったことである。

8・平常時において災害発生を想定した交通管理の訓練がこれまでなされていなかったことである。

　上で述べてきたように、震災時における交通の機能低下を極力防止するには、災害発生の事前から

事後にわたって、施設整備のハードと、施設運用のソフトの両面から、時間軸上で体系的に一貫して

取り組むことが必要である。本研究プロジェクトは、震災後の交通状況とその対策についての実態を

調査するとともに、新しい震災交通マネージメントのシステム構築に向けて考究したものである。こ

こで特筆しておくべきことは、ソフト面からの道路交通管理システムに対する新しい考え方であり、ITS

技術を積極的に取り入れることを念頭においている。ITS技術によって交通データ収集と交通情報提

供の質が飛躍的に向上することから、従来は困難と思われていた交通状況に対応した臨機応変の高度

交通管理が実現できることになる。
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第2章震災後の道路交通の実態

2．1　震災直後の道路交通の実態

調査の概要

　本節では発災直後における道路交通状況の実態把握を目的としている。1月20目以降は、検知器も

徐々に機動し出したから幹線道路を中心として交通流動状況を把握すうことができるが、それ以前に

は発災直後の交通状況を記録した客観的資料として、空中写真は貴重なデータソースである。発災直

後から数日間に撮影された空中写真を用いることによって、道路交通状況の概略について分析する。

　用いた空中写真は、三ノ宮以東かつ山手幹線以南は1月18日（8＝30～9：00）、それ以外は1月20目

（10：00～11：30）にアジア航測（株）によって撮影されたものである。灘区中央部において17日と18目の

交通状況を比較する場合には、国際航業（株〉によって17目午後（13：00～14：00）に撮影されたものを用い

た。空中写真から具体的に読み取った項目は次のとおりである。

（a）道路の被災状況

　通行不能箇所、および若干の被害はあるが部分的に通行可能な箇所を把握する。

（b）道路利用状況

　b－1）　区間別車両台数・走行車両率・交通密度

　　上記の区間ごとに、全車両台数、走行車両台数を測定する。これに基づいて、走行車両率ならび

　　に交通密度（台／km）を求める。さらに、任意に抽出された区間においては車種構成を調べる。

　b・2）空間平均速度

　　各区間のうちで、区間内の車両の分布の変化が著しい区間を除き、各車両の速度を求める。測定

　　方法は、上記の空中写真の撮影問隔がそれぞれ5～8秒であることが記録されているので、連続す

　　る写真における各車両の移動距離を測定して速度を求め、これより空問平均速度を求める。

（c）駐車状況

　避難所等における自動車利用実態の一端を把握することを目的として、学校や公園等の避難場所と

　なっていた施設における駐車台数を調べる。

主要な分析結果

　以上の分析から明らかになったことを整理すると以下のようである。

1）調査対象地域における幹線道路と補助幹線道路との被害状況は、高架構造物倒壊等によって道路

　　が完全に機能を停止した一部区間を除くと、少なくとも部分的には通行可能な状況である場合が

　　多かった。

2）　しかしながら、道路は大混雑に陥っていた。概略的な交通量を求めて1月17目と18目とを比較

　　すると、18日の方が交通量が増加していることがわかる。これを走行車両率の観点から見ると、17

　　日の方が走行している車両が多いことがわかる。

3）　17日ならびに18目の傾向として、被災地周辺における流入交通が比較的少ないことが読み取れ

　　るから、被災地外から多くの車両が流入していたというよりも、被災地内における自動車の流動

　　が多く、これによって道路が混雑していたものと推察される。

4）補助幹線道路は地区内の多くの細街路とは異なり、大部分は部分的にしても通行可能であったが、

　　その交通機能は大きく失われていたと思われる。
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5）避難行動に自動車が使用されたことが、避難場所等における駐車状況から明示できる。その是非

　　はともかくとして、今後の避難行動を考えるに当たっての重要な検討課題である。

本節における分析手法ならびに分析結果からみた防災対策への提言

　災害時の交通は以下のように分類される。

1）

2）

3）

4）

5）

被災地内関係者の交通

被災地外から被災地内への救助・救援交通一その1（被災地の奥深くまで侵入するもの）

被災地外から被災地内への救助・救援交通・その2（被災地での移動距離は小さいもの）

被災地外から被災地内への救助・救援以外の交通

被災地を横断する交通

　1月17日あるいは18日には、機能低下した道路網にとっては、1）の交通だけでも非常な重荷であ

ったわけであり、3）をできるだけ2）に切り替えるような工夫や、4）、5）が極力発生しないような社会的

合意形成が今後の防災対策にとって重要である。

本節における分析手法ならぴに分析結果からみた災害時の交通管理への提言

　空中写真を丹念に分析していけば、本節で扱った幹線的な道路における交通状況だけでなく、次節

で述べる地区内街路における被害状況も捕捉することができる。これらの情報はすべて災害時の交通

管理にとって有用な情報となる。

　もっとも、災害が広範な地域にわたる場合、全道路網に関する被害状況分析を発災直後に迅速に行

い・これを速やかに交通管理に活用することは、現実的にはかなり困難であると思われる。このため、

幹線的な道路のみを対象として、発災直後の道路交通状況を客観的にかつ速やかに把握し、これを交

通管理に活用することを考えてみたい。

一般的に、空中写真を利用することによって、以下の事項が把握できる。

1）道路の重大な被害状況とその分布

2〉各道路の利用状況、混雑状況

　前者に関しては・現場からの情報を集約して被害状況を取りまとめることの重要性は言うまでもな

いが・これらを総合的に比較検討して、交通管理上、特に問題となるであろう地点の明確化には、空

中写真の活用が有効であろう。発災直後の空中写真を用いて道路網被害ならびにその時点での道路交

通状況を表わす基本図を作成し、これを元にして、現場からのより詳細なデータで修正していくとい

う方法が考えられる。いずれにしても、災害を発生すると速やかに写真撮影が行われ、それが速やか

に分析できるシステムの構築が重要である。

　後者に関しても、空中写真から読み取れる交通状況を実務に生かすことができると考えられる。た

とえば、上記の分析結果のように、機能低下した道路網にとっては、被災地内における自動車流動だ

けでも処理することが非常に困難な状況であるから、少なくとも、救助救援に直接関係しない被災外

から被災地内への交通、あるいは被災地を通過する交通に対して、域内への流入抑制措置を講じるた

めの技術的資料ならびに広報用の資料として重要できると考えられる。特に、広報用の資料としての

活用を見逃してはならない。状況を正確に伝え、少なくとも通勤等の救助・救援に直接関係しない車

両の被災地域流入自粛要請には、特定の地区の状況だけでなく、被災地域全体の道路状況を伝えるこ

とが重要であり、このためには空中写真から把握された情報が有用である。
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2．2　震災直後の地区道路の閉塞状況

研究の目的・概要

　阪神・淡路大震災において道路は甚大な被害を受けたが、道路の被害は幹線道路だけに留まらず地

区内の道路まで及び、地区内には完全に通行できないような道路も少なくなかった。

この結果、被災直後の避難、救助・救援活動に多大の影響を及ぼした。

　そこで本節では、まず既往の地震における同様な現象の発生状況とわが国の行政の対応姿勢につい

てまとめるとともに、研究の意義と展望を示した。次いで、3名の担当者が、被災地内のそれぞれの

対象地域において、以下に述べるように異なった視点で調査研究を行ってきており、これらの成果を

順に報告した。

1）地区道路閉塞による道路網の機能障害とその影響

　　　　一神戸市・芦屋市における7地区を対象として

　「街路閉塞」に伴う機能的障害に着目し、震災直後から進めてきた航空写真の分析による閉塞状況

の把握、異なる地区間での閉塞特性比較と発生要因の考察、閉塞に伴う種々の緊急活動への影響状況

の調査結果、などについて報告した。

2）地区道路閉塞の実態とその要因分析一神戸市灘区東部地域を対象として

　災害に強い道路網整備の考え方として、災害時であっても自動車でアクセスできないエリアを生じ

させない程度の整備水準が一つの目安となると考える。そこで本研究は、最終的にはこのような道路

網の計画基準を提案することを目指すものであり、その端緒として航空写真をもとに道路閉塞を中心

とした道路機能障害の現状を明らかにするとともに、道路閉塞状況と道路幅員等との関係を分析し、

今後のまちづくりの基礎資料とすることを直接の目的とした。

3）地区道路閉塞の実態と地区内交通流動へ及ぼす影響の分析

　　　　一神戸市東灘区東部地域を対象として

　主として航空写真をもとに震災直後の地区内の細街路の閉塞状況を明らかにするとともに、地区内

の道路ネットワーク上での走行車両や駐車車両の分布状況を分析し、当時の地区内の交通実態を示し

た。さらに、災害時における緊急・救援車両の進入を確保するという観点から、地区内での車による

移動性を定量的に示すことによって、道路閉塞の交通流動への影響を分析した。

研究の成果

　本研究によって得られた結果をまとめると、以下の通りである。

（1）地区道路閉塞による道路網の機能障害とその影響

①「街路閉塞」は、関東大震災を初めとする過去の大地震においても、街路インフラか建造物のどち

らかあるいは両方の貧弱・さが寄与した場合に発生しており、我が国において「街路閉塞」に伴う被害

の重要性は当時から認識されて来た。しかし、こうした認識に基づく防災活動や都市計画における街

路インフラの整備など実質的な対応策は必ずしも十分であったとは言えない。今回の阪神大震災では、

貧困な街路インフラの整備状況に加え、古い木造家屋に代表される多くの脆弱な建築物が倒壊したこ

とによって甚大な量のr街路閉塞」が発生した。さらに、現代社会では、救助・消火・救援などの緊

急活動は多分に自動車に依存せざるを得ず、r街路閉塞」に伴う車両による通行機能の低下が、これら

の諸活動に及ぼした影響は非常に大きいと言える。

②今回の阪神大震災における街路の閉塞による機能的障害の発生状況を航空写真を利用することによ
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って把握し、その発生要因と諸活動への影響を分析した。その結果、まず、「街路閉塞」の発生状況と

して・1）地区によっては50％もの街路リンクが通過不能となっていたこと、2）沿道建造物の被災程度、

その種別、街路幅員、歩道幅員が地震後の通過可能幅員に強く影響していること、3）車道幅員が8皿以

上の街路では・建造物の倒壊があっても車両による通過が概ね可能であること、などを確認した。区

画整理の未施工の地域などにおいては、街路インフラ整備の充実が急務であると言えることがわかる。

ただし・車道幅員が8mを下回る場合でも、沿道建造物を強化することによって、車による通行をあ

る程度確保できることが示された。今後は、今回得られた結果を基礎的な資料として、街路のネット

ワークとしての機能的障害を検討するとともに、街路インフラの整備と、建築物の耐震性強化の両者

を統合した「街路閉塞」への対応策を提示していく必要があると言える。

③電柱などポール類の「街路閉塞」へ与えた被害状況は、全般的に倒壊建築物などによる瓦礫類と比

較してさほど大きくはなかった。しかし、調査地区によっては全リンクの4分の1にあたる街路リン

クが電柱などポール類によって支障を受けていたという事実は特筆に値する。また、消防隊員へのイ

ンタビューから電柱が倒壊にいたらなくても、傾斜することによって生じる電線の垂れ下がりが大き

な支障となっていたことが示された。以上のことから、電線類の地中化は、単に美観の為ばかりでな

く・防災安全性強化の上でも極めて重要であると言える。

④震災後の救助・消火・救援などの活動にr街路閉塞」がもたらした影響としては、1）緊急車両の現場

へのアクセスや・重機類の搬入を困難にしたという通行機能上の障害や、2）消火活動に典型的にみられ

るような現場作業への障害、及ぴ3）街路網の支障によって地区内の様相が著しく変化し、震災後の諸

活動に混乱をもたらしたこと、など大きな障害を生じていた。これらの障害の程度は街路閉塞状況の

程度と強く関連している。

⑤街路網の状況把握は震災後の活動を行う各機関に共通して必須な情報である。しかし、各機関とも

必ずしも能率的かっ体系的とは言えない方法で独自に情報を収集しており、組織間相互のやりとりも

十分とは言えなかった。今後は・震災後の街路状況に関する情報を体系的にしかも、迅速に把握し、

関係機関に即時に提供することが重要である。このためには、航空写真やビデオなどを利用した高速

画像処理技術の開発や諸制度の整備も推進されるべきである。

　（2）地区道路閉塞の実態とその要因分析

①神戸市灘区六甲地区において、道路閉塞状況図を作成し道路閉塞の実態を明らかにした。

②道路幅員に関しては、幅員が12m以上の道路は、震災時においても十分居機能を果たしていると考

えられる。10～12mの道路は信頼性がやや低下していたものの、かなりの機能を果たしていると思わ

れる。一方、8m未満の道路は、震災時に閉塞している場合がかなり多いと思われる。今後の道路整備

に当たっては・地区の骨格となる道路は12m程度の幅員を有することが望ましいと考える。

③歩道の有無や街路樹の有無は道路の閉塞状況に影響を与えており、これらが存在することによって、

道路全体としての閉塞状況がやや和らげられるように思われる。

④建物構造も道路の閉塞状況に大きく影響をしており、堅牢建物が多い場合には、道路閉塞率が低下

していることがわかる。

⑤道路の閉塞状況に大きく影響する要因は、道路幅員、震度、木造建物の状況（あるいは堅牢建物）

であると考えられる。これらの要因を用いて、道路の閉塞状況を判別するモデルを作成することがで

きた。本モデルは再現性が比較的高いことから、今後当該地区における道路網構成に関する検討に利

用することができると考えられる。
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（3）地区道路閉塞の実態と地区内交通流動へ及ぼす影響の分析

①発災直後の航空写真を用いることによって、道路区問別に閉塞状況を4つのランクに分類して把握

することが可能となった。

②道路幅員が12皿以上であれば、通常の住居地区なら道路としての機能を果たしており、幅員8mを

境として震災時の道路被害状況に大きな差がみられた。

③道路閉塞の要因としては、電柱や塀の倒壊、火災などもみられたが、そのほとんどが沿道家屋の倒

壊であった。

④車による混雑区間は概ね幹線道路であり、地区内では、道路閉塞のためほとんど交通流動がみられな

かった。また、駐車車両は地区内の道路、特に学校・公園等の避難場所の周辺に多くみられ、自動車を持ち

込んで避難した被災者がみられたことがわかった。

⑤迂回率の算定や孤立ノードの抽出などにより、緊急車両などの自動車による地区内への進入のしや

すさが低下した地点を明らかにすることができた。また、迂回率によるリンクの重要度の分析により、

格子状道路の有効性、踏切道などの代替性の低い道路の重要度を示した。

　自騨◎歩行者　　　　　（9）
匪二〔□　　　□〕コエ］　　

　　［ランク1］　　　　　　　［ランク2コ
平常状態で車両通行可能　　　　　一部被害あるが車両通行可能

◎ 　　　　　◎

　［ランク3］
車両は通行不能だが
歩行者は通行可能

［ランク4］

　通行不能

図2－34道路の閉塞ランク
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国際交通安全学会シンポジウム「震災時の交通マネージメント」資料IATSS　H723・H832プロジェクト阪神・淡路大震災の実態調査に基づいた災害時の道路交通マネージメントの研究　　　　　　　報告書概要平成10年5月29日加β伽診10磁コ5506伽0πヴ引嫉厩磁5ψリノ56伽6β5　　　財団法人国際交通安全学会国際交通安全学会シンポジウムr震災時の交通マネージメント」資料iATSSH723・H832プロジェクト阪神・淡路大震災の実態調査に基づいた災害時の道路交通マネージメントの研究　　　　　　　報告書概要平成10年5月29目　　　　　　　　1鷹伽αn伽α1オSぶ・伽・呵聯6αn4踊雄朧s　　　財団法人国際交通安全学会【プロジェクト構成メンバー】　　［］内は執筆を担当した章　　＊（）は前職飯田恭敬　　　京都大学大学院工学研究科　教授　　　　　　　［第1章1．1；1．2；第2章2．4；第4章4。2；4．4；41514．6；第5章5．2；第6章6，1；6．2；第7章］家田　仁　　　　東京大学大学院工学系研究科　教授　　　　　　　［第2章2、2．2；2。2．3；第3章3．3；第4章4．11第5章5、3］大蔵　泉　　　　横浜国立大学工学部　教授　　　　　　　［第4章4．3］内田敬　東北大学大学院工学研究科助教授　　　　　　　［第2章2．31第3章3．1；第4章4．1］小谷通泰　　　神戸商船木学商船学蔀　教授　　　　　　　［第2章2．2．512．5；第3章3、21第5章5．5］倉内文孝　　　京都大学大学院工学研究科　助手　　　　　　　［第2章2．3；2．41第4章生2；4．4孟6］塚口博司　　　立命館大学理工学部　教授　　　　　　　［第2章2，112．2．4；第5章5．4］長嶋　良　　　　警察庁交通局交通企画課　課長補佐（H832プロジェクトメンバー）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊（兵庫県警察本部交通部交通規制課長）藤田　登　　　兵庫県姫路警察署地域官＊（兵庫県警察本部交通部交通規制課課長補佐）　　　　　　　［第3章3．1］屋久哲夫　　　総理府国際平和協力本部事務局募集研修係　係長（H723プロジェクトメンバー）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊（兵庫県警察本部交通部交通規制課長）朝倉康夫　　　愛媛大学工学部　教授　　　　　　　［第5章5．2］宇野伸宏　　　京都大学大学院工学研究科　助手　　　　　　　［第2章2．4］若林拓史　　　名城大学都市情報学部　教授　　　　　　　［第5章5．1］【報告書目次と資料参照ページ】資料参照ページ序第1章　　Ll　　L2はじめに研究の背景と目的．．本研究の構成と概要．1第2章　　2．1　　2．2　　2．3　　2，4　　2．5震災後の道路交通の実態震災直後の道路交通の実態．．震災直後の地区道路の閉塞状況．．道路交通の時系列変化．．道路ネットワーク交通量の変化．．．2．4．8震災時におけるマイカー利用の実態と課題．．．10．12第3章　　3．1　　3．2　　3．3震災後の交通対策の状況交通規制．．緊急・救援物資の輸送．．代替バスの運行．．．14．16．18第4章　　4．1　　4．2　　4．3　　4．4　　4．5　　4．6震災時の新しい道路交通マネージメント交通施設被害・交通機能障害の状況把握システムのあり方．．緊急道路の指定システム．．車両感知器による道路交通状況検出システム．．道路ネットワーク交通流の推定システム．．状況対応型の交通規制対策．．道路交通管理システム．．．19．21．22．24．25．27第5章　　5．1　　5．2　　5．3　　5．4　　5．5震災に備えた道路施設計画　リダンダンシーを有する道路網計画．．道路網の階層構造の形成．．街路の機能障害の視点から見た地区の危険度評価の必要性とその応用．緊急時の道路スペースの確保．．＿．緊急救援物資の輸送拠点の計画．．．29．31，33．35．37第6章　　6．1　　6．2震災時交通マネージメントの体系化と課題震災時交通マネージメントの体系化．．個別対応策の内容と課題．．．39．4正第7章　おわりに．，．42第1章はじめに1．1　研究の背景と目的　1995年1月17日の早朝に発生した兵庫県南部地震はこれまでにほとんど例の見られない大規模な都市直下型であり、その被害の甚大さは関東大震災を上回るもので、多くの人々に大きな衝撃を与えた。各種交通施設の広範囲にわたる甚大な被害のため、震災後の交通状態は大混乱に陥ったが、なぜ交通管理がもっと効果的に行われなかったのか、誰しもが疑問に思ったことであろう。この度の交通混乱の発生と非常時交通管理の欠如が露呈した背景には、多くの問題点が指摘されている。これらの問題点について以下に整理しておく。L交通施設の被害状況に関する情報収集の体制がつくられていないことである。2・突発事象が発生したときの交通現象に不明な点が多いことである。3、災害後の交通データ収集が困難なことである。4．すべての交通機関を含めた交通管理システムの一元化が進んでいないことである。5・突発事象時の交通管理システムは方法論的に複雑で高度であることである。6・道路網の階層化や代替性、またモード結節施設を有する交通ネットワークの整備が不十分である　　ことである。7，道路システムと結合させた緊急道路、救援物流基地、避難地などの指定および配置の事前計画が　十分に検討されていなかったことである。8・平常時において災害発生を想定した交通管理の訓練がこれまでなされていなかったことである。　上で述べてきたように、震災時における交通の機能低下を極力防止するには、災害発生の事前から事後にわたって、施設整備のハードと、施設運用のソフトの両面から、時間軸上で体系的に一貫して取り組むことが必要である。本研究プロジェクトは、震災後の交通状況とその対策についての実態を調査するとともに、新しい震災交通マネージメントのシステム構築に向けて考究したものである。ここで特筆しておくべきことは、ソフト面からの道路交通管理システムに対する新しい考え方であり、ITS技術を積極的に取り入れることを念頭においている。ITS技術によって交通データ収集と交通情報提供の質が飛躍的に向上することから、従来は困難と思われていた交通状況に対応した臨機応変の高度交通管理が実現できることになる。一1一第2章震災後の道路交通の実態2．1　震災直後の道路交通の実態調査の概要　本節では発災直後における道路交通状況の実態把握を目的としている。1月20目以降は、検知器も徐々に機動し出したから幹線道路を中心として交通流動状況を把握すうことができるが、それ以前には発災直後の交通状況を記録した客観的資料として、空中写真は貴重なデータソースである。発災直後から数日間に撮影された空中写真を用いることによって、道路交通状況の概略について分析する。　用いた空中写真は、三ノ宮以東かつ山手幹線以南は1月18日（8＝30〜9：00）、それ以外は1月20目（10：00〜11：30）にアジア航測（株）によって撮影されたものである。灘区中央部において17日と18目の交通状況を比較する場合には、国際航業（株〉によって17目午後（13：00〜14：00）に撮影されたものを用いた。空中写真から具体的に読み取った項目は次のとおりである。（a）道路の被災状況　通行不能箇所、および若干の被害はあるが部分的に通行可能な箇所を把握する。（b）道路利用状況　b−1）　区間別車両台数・走行車両率・交通密度　　上記の区間ごとに、全車両台数、走行車両台数を測定する。これに基づいて、走行車両率ならび　　に交通密度（台／km）を求める。さらに、任意に抽出された区間においては車種構成を調べる。　b・2）空間平均速度　　各区間のうちで、区間内の車両の分布の変化が著しい区間を除き、各車両の速度を求める。測定　　方法は、上記の空中写真の撮影問隔がそれぞれ5〜8秒であることが記録されているので、連続す　　る写真における各車両の移動距離を測定して速度を求め、これより空問平均速度を求める。（c）駐車状況　避難所等における自動車利用実態の一端を把握することを目的として、学校や公園等の避難場所と　なっていた施設における駐車台数を調べる。主要な分析結果　以上の分析から明らかになったことを整理すると以下のようである。1）調査対象地域における幹線道路と補助幹線道路との被害状況は、高架構造物倒壊等によって道路　　が完全に機能を停止した一部区間を除くと、少なくとも部分的には通行可能な状況である場合が　　多かった。2）　しかしながら、道路は大混雑に陥っていた。概略的な交通量を求めて1月17目と18目とを比較　　すると、18日の方が交通量が増加していることがわかる。これを走行車両率の観点から見ると、17　　日の方が走行している車両が多いことがわかる。3）　17日ならびに18目の傾向として、被災地周辺における流入交通が比較的少ないことが読み取れ　　るから、被災地外から多くの車両が流入していたというよりも、被災地内における自動車の流動　　が多く、これによって道路が混雑していたものと推察される。4）補助幹線道路は地区内の多くの細街路とは異なり、大部分は部分的にしても通行可能であったが、　　その交通機能は大きく失われていたと思われる。一2一5）避難行動に自動車が使用されたことが、避難場所等における駐車状況から明示できる。その是非　　はともかくとして、今後の避難行動を考えるに当たっての重要な検討課題である。本節における分析手法ならびに分析結果からみた防災対策への提言　災害時の交通は以下のように分類される。1）2）3）4）5）被災地内関係者の交通被災地外から被災地内への救助・救援交通一その1（被災地の奥深くまで侵入するもの）被災地外から被災地内への救助・救援交通・その2（被災地での移動距離は小さいもの）被災地外から被災地内への救助・救援以外の交通被災地を横断する交通　1月17日あるいは18日には、機能低下した道路網にとっては、1）の交通だけでも非常な重荷であったわけであり、3）をできるだけ2）に切り替えるような工夫や、4）、5）が極力発生しないような社会的合意形成が今後の防災対策にとって重要である。本節における分析手法ならぴに分析結果からみた災害時の交通管理への提言　空中写真を丹念に分析していけば、本節で扱った幹線的な道路における交通状況だけでなく、次節で述べる地区内街路における被害状況も捕捉することができる。これらの情報はすべて災害時の交通管理にとって有用な情報となる。　もっとも、災害が広範な地域にわたる場合、全道路網に関する被害状況分析を発災直後に迅速に行い・これを速やかに交通管理に活用することは、現実的にはかなり困難であると思われる。このため、幹線的な道路のみを対象として、発災直後の道路交通状況を客観的にかつ速やかに把握し、これを交通管理に活用することを考えてみたい。一般的に、空中写真を利用することによって、以下の事項が把握できる。1）道路の重大な被害状況とその分布2〉各道路の利用状況、混雑状況　前者に関しては・現場からの情報を集約して被害状況を取りまとめることの重要性は言うまでもないが・これらを総合的に比較検討して、交通管理上、特に問題となるであろう地点の明確化には、空中写真の活用が有効であろう。発災直後の空中写真を用いて道路網被害ならびにその時点での道路交通状況を表わす基本図を作成し、これを元にして、現場からのより詳細なデータで修正していくという方法が考えられる。いずれにしても、災害を発生すると速やかに写真撮影が行われ、それが速やかに分析できるシステムの構築が重要である。　後者に関しても、空中写真から読み取れる交通状況を実務に生かすことができると考えられる。たとえば、上記の分析結果のように、機能低下した道路網にとっては、被災地内における自動車流動だけでも処理することが非常に困難な状況であるから、少なくとも、救助救援に直接関係しない被災外から被災地内への交通、あるいは被災地を通過する交通に対して、域内への流入抑制措置を講じるための技術的資料ならびに広報用の資料として重要できると考えられる。特に、広報用の資料としての活用を見逃してはならない。状況を正確に伝え、少なくとも通勤等の救助・救援に直接関係しない車両の被災地域流入自粛要請には、特定の地区の状況だけでなく、被災地域全体の道路状況を伝えることが重要であり、このためには空中写真から把握された情報が有用である。一3一2．2　震災直後の地区道路の閉塞状況研究の目的・概要　阪神・淡路大震災において道路は甚大な被害を受けたが、道路の被害は幹線道路だけに留まらず地区内の道路まで及び、地区内には完全に通行できないような道路も少なくなかった。この結果、被災直後の避難、救助・救援活動に多大の影響を及ぼした。　そこで本節では、まず既往の地震における同様な現象の発生状況とわが国の行政の対応姿勢についてまとめるとともに、研究の意義と展望を示した。次いで、3名の担当者が、被災地内のそれぞれの対象地域において、以下に述べるように異なった視点で調査研究を行ってきており、これらの成果を順に報告した。1）地区道路閉塞による道路網の機能障害とその影響　　　　一神戸市・芦屋市における7地区を対象として　「街路閉塞」に伴う機能的障害に着目し、震災直後から進めてきた航空写真の分析による閉塞状況の把握、異なる地区間での閉塞特性比較と発生要因の考察、閉塞に伴う種々の緊急活動への影響状況の調査結果、などについて報告した。2）地区道路閉塞の実態とその要因分析一神戸市灘区東部地域を対象として　災害に強い道路網整備の考え方として、災害時であっても自動車でアクセスできないエリアを生じさせない程度の整備水準が一つの目安となると考える。そこで本研究は、最終的にはこのような道路網の計画基準を提案することを目指すものであり、その端緒として航空写真をもとに道路閉塞を中心とした道路機能障害の現状を明らかにするとともに、道路閉塞状況と道路幅員等との関係を分析し、今後のまちづくりの基礎資料とすることを直接の目的とした。3）地区道路閉塞の実態と地区内交通流動へ及ぼす影響の分析　　　　一神戸市東灘区東部地域を対象として　主として航空写真をもとに震災直後の地区内の細街路の閉塞状況を明らかにするとともに、地区内の道路ネットワーク上での走行車両や駐車車両の分布状況を分析し、当時の地区内の交通実態を示した。さらに、災害時における緊急・救援車両の進入を確保するという観点から、地区内での車による移動性を定量的に示すことによって、道路閉塞の交通流動への影響を分析した。研究の成果　本研究によって得られた結果をまとめると、以下の通りである。（1）地区道路閉塞による道路網の機能障害とその影響�@「街路閉塞」は、関東大震災を初めとする過去の大地震においても、街路インフラか建造物のどちらかあるいは両方の貧弱・さが寄与した場合に発生しており、我が国において「街路閉塞」に伴う被害の重要性は当時から認識されて来た。しかし、こうした認識に基づく防災活動や都市計画における街路インフラの整備など実質的な対応策は必ずしも十分であったとは言えない。今回の阪神大震災では、貧困な街路インフラの整備状況に加え、古い木造家屋に代表される多くの脆弱な建築物が倒壊したことによって甚大な量のr街路閉塞」が発生した。さらに、現代社会では、救助・消火・救援などの緊急活動は多分に自動車に依存せざるを得ず、r街路閉塞」に伴う車両による通行機能の低下が、これらの諸活動に及ぼした影響は非常に大きいと言える。�A今回の阪神大震災における街路の閉塞による機能的障害の発生状況を航空写真を利用することによ一4一って把握し、その発生要因と諸活動への影響を分析した。その結果、まず、「街路閉塞」の発生状況として・1）地区によっては50％もの街路リンクが通過不能となっていたこと、2）沿道建造物の被災程度、その種別、街路幅員、歩道幅員が地震後の通過可能幅員に強く影響していること、3）車道幅員が8皿以上の街路では・建造物の倒壊があっても車両による通過が概ね可能であること、などを確認した。区画整理の未施工の地域などにおいては、街路インフラ整備の充実が急務であると言えることがわかる。ただし・車道幅員が8mを下回る場合でも、沿道建造物を強化することによって、車による通行をある程度確保できることが示された。今後は、今回得られた結果を基礎的な資料として、街路のネットワークとしての機能的障害を検討するとともに、街路インフラの整備と、建築物の耐震性強化の両者を統合した「街路閉塞」への対応策を提示していく必要があると言える。�B電柱などポール類の「街路閉塞」へ与えた被害状況は、全般的に倒壊建築物などによる瓦礫類と比較してさほど大きくはなかった。しかし、調査地区によっては全リンクの4分の1にあたる街路リンクが電柱などポール類によって支障を受けていたという事実は特筆に値する。また、消防隊員へのインタビューから電柱が倒壊にいたらなくても、傾斜することによって生じる電線の垂れ下がりが大きな支障となっていたことが示された。以上のことから、電線類の地中化は、単に美観の為ばかりでなく・防災安全性強化の上でも極めて重要であると言える。�C震災後の救助・消火・救援などの活動にr街路閉塞」がもたらした影響としては、1）緊急車両の現場へのアクセスや・重機類の搬入を困難にしたという通行機能上の障害や、2）消火活動に典型的にみられるような現場作業への障害、及ぴ3）街路網の支障によって地区内の様相が著しく変化し、震災後の諸活動に混乱をもたらしたこと、など大きな障害を生じていた。これらの障害の程度は街路閉塞状況の程度と強く関連している。�D街路網の状況把握は震災後の活動を行う各機関に共通して必須な情報である。しかし、各機関とも必ずしも能率的かっ体系的とは言えない方法で独自に情報を収集しており、組織間相互のやりとりも十分とは言えなかった。今後は・震災後の街路状況に関する情報を体系的にしかも、迅速に把握し、関係機関に即時に提供することが重要である。このためには、航空写真やビデオなどを利用した高速画像処理技術の開発や諸制度の整備も推進されるべきである。　（2）地区道路閉塞の実態とその要因分析�@神戸市灘区六甲地区において、道路閉塞状況図を作成し道路閉塞の実態を明らかにした。�A道路幅員に関しては、幅員が12m以上の道路は、震災時においても十分居機能を果たしていると考えられる。10〜12mの道路は信頼性がやや低下していたものの、かなりの機能を果たしていると思われる。一方、8m未満の道路は、震災時に閉塞している場合がかなり多いと思われる。今後の道路整備に当たっては・地区の骨格となる道路は12m程度の幅員を有することが望ましいと考える。�B歩道の有無や街路樹の有無は道路の閉塞状況に影響を与えており、これらが存在することによって、道路全体としての閉塞状況がやや和らげられるように思われる。�C建物構造も道路の閉塞状況に大きく影響をしており、堅牢建物が多い場合には、道路閉塞率が低下していることがわかる。�D道路の閉塞状況に大きく影響する要因は、道路幅員、震度、木造建物の状況（あるいは堅牢建物）であると考えられる。これらの要因を用いて、道路の閉塞状況を判別するモデルを作成することができた。本モデルは再現性が比較的高いことから、今後当該地区における道路網構成に関する検討に利用することができると考えられる。一5一（3）地区道路閉塞の実態と地区内交通流動へ及ぼす影響の分析�@発災直後の航空写真を用いることによって、道路区問別に閉塞状況を4つのランクに分類して把握することが可能となった。�A道路幅員が12皿以上であれば、通常の住居地区なら道路としての機能を果たしており、幅員8mを境として震災時の道路被害状況に大きな差がみられた。�B道路閉塞の要因としては、電柱や塀の倒壊、火災などもみられたが、そのほとんどが沿道家屋の倒壊であった。�C車による混雑区間は概ね幹線道路であり、地区内では、道路閉塞のためほとんど交通流動がみられなかった。また、駐車車両は地区内の道路、特に学校・公園等の避難場所の周辺に多くみられ、自動車を持ち込んで避難した被災者がみられたことがわかった。�D迂回率の算定や孤立ノードの抽出などにより、緊急車両などの自動車による地区内への進入のしやすさが低下した地点を明らかにすることができた。また、迂回率によるリンクの重要度の分析により、格子状道路の有効性、踏切道などの代替性の低い道路の重要度を示した。　自騨◎歩行者　　　　　（9）匪二〔□　　　□〕コエ］　　　　［ランク1］　　　　　　　［ランク2コ平常状態で車両通行可能　　　　　一部被害あるが車両通行可能◎　　　　　◎　［ランク3］車両は通行不能だが歩行者は通行可能［ランク4］　通行不能図2−34道路の閉塞ランク（％）地震後のリンク閉塞率9080706050403020100へ．x．嵐￥x、一閣○一一ハ＋長田幽・幽目・魚崎畷一芦屋…一米一兵庫一・つ一・春日野道一＋一三宮0〜4m　　4’｝6m　　　6＾ρ8吊　　　8〜12旧　　12〜18m　　18m〜　　　　地震前の軍道幅員図2−3−2幅員別にみたリンク閉塞率一6一

